様式第１号（第４条第１項関係）

事業実施計画書
	申請者名：

資 本 金：

業　　種：

従業員数：
	（１）計画名

	
	（２）計画期間
年　　月から　　　年　　月まで

※経営力向上計画の実施期間を記入すること。

	（３）既存事業の概要
・既存事業の内容

・経営課題（経営力強化及び生産性向上（働き方改革）が必要となる理由、背景）


	（４）経営力強化及び生産性向上（働き方改革）の取組の内容

・内容（経営課題への対応を含む）

　　※審査時の加点に影響しますので積極的かつ具体的に記入してください。
＜実現可能性＞
①事業者が自社の現状認識（事業概要、ターゲット、市場動向、経営状況等）や経営力強化
又は生産性向上（働き方改革）に向けての課題認識が十分になされているか。
②取組に対する経営者及び従業員の意欲があるか。

③計画を実施する人材（担当者）を確保しているか。また、協力者が必要な場合、連携で
きる体制を構築できるか。

④計画を実施するための資金を確保しているか。（確保できるか）

※生産性向上の取組を行う場合は、表や図、写真等を用いて、取組部分の実施前と終了時が比較できるように記載してください（例：比較表、作業フロー図など）。
　※申請日から起算して過去３年以内に鳥取県版経営革新計画又は産業成長事業の認定を受け取組んだ場合は、取組の検証結果を御記入下さい。

・その他計画を行う上での課題及び対策等



	（５）目標（経営力強化及び生産性向上（働き方改革）の取組により期待される効果）
・経営力強化の取組について記載
　商圏拡大、従業員の人材育成等の自社の稼ぐ力の強化に繋がる取組を記入してください。
・生産性向上の取組の場合に記載
　下記の数式により、取組部分の実施前と終了時における１人当たりの労働生産性又は１時間当たりの労働生産性を記入してください。
※経営力向上計画の労働生産性（付加価値労働生産性）とは異なりますので、ご注意ください。
※数式は、事業活動全体の生産量や労働時間ではなく、生産性向上の取組を行う部分（作業や工程など）のみで算出してください。
①１人当たりの労働生産性・・・生産量（額）／労働者数
②時間当たりの労働生産性・・・生産量（額）／（労働者数×労働時間）
・働き方改革の取組の場合に記載

　　在宅勤務・テレワーク等の働く場所・時間にとらわれない働き方の導入又は女性(男性)・高齢者・障がい者・外国人材に対する就労環境改善(雇用促進)の取組を記入してください。
・今後の展望



（６）経営力強化及び生産性向上（働き方改革）の取組の実施項目、期間、資金計画　
※実施項目ごとに期間を「→」で表示すること
※計画期間が３年を超える場合は、適宜期間を延ばして記入すること
	 主な実施項目
	所要経費

（千円）
	１ 年 度 目
	２ 年 度 目
	３ 年 度 目

	
	
	前期
	後期
	前期
	後期
	前期
	後期

	（経営力強化支援事業）

　・

　・
　・
	
	
	
	
	
	
	

	（設備投資支援事業）

　・

　・
　・
	
	
	
	
	
	
	

	所要経費計
	
	→資金調達：自己資金（　　　　千円）、補助金（　　　　千円）、
借入金（　　　　千円）、その他（　　　　千円）を予定


〔添付書類〕
（１）中小企業等経営強化法第19条第1項に定める経営力向上計画

（２）経営力向上計画の認定申請書の写し又は計画認定書の写し

（３）企業概要（パンフレット等でも可）
（４）定款

（５）直近１期の決算書
（６）購入又は借用する機械器具や設備（機械装置、工具器具、備品、システム）の製品概要
（カタログ、パンフレット等で可）
1

